








































































































































































































































































② 営業の概況 

本書の提出日現在、資産運用会社は、本投資法人のほか以下の投資法人の資産運用を受託しています。

名称
大和証券レジデンシャル・プライベート

投資法人
日本ヘルスケア投資法人

基本的性格

大和証券レジデンシャル・プライベート投

資法人は、将来にわたって安定的な収益の

獲得と運用資産の持続的な成長を図り、投

資主利益の最大化を目指すことを基本方針

としており、主たる用途が居住用施設（他

の用途に供されているものの、容易に居住

用施設に転用できる場合を含みます。）で

ある不動産（信託受益権に投資する場合の

主たる信託財産である不動産も含みま

す。）に投資を行い、資産の運用を行いま

す。

日本ヘルスケア投資法人は、将来にわたっ

て安定的な収益の獲得と運用資産の持続的

な成長を図り、投資主利益の最大化を目指

すことを基本方針としており、ヘルスケア

施設（主たる用途を有料老人ホーム、サー

ビス付き高齢者向け住宅及び認知症高齢者

グループホームとする建物を含むがこれに

限られません。）に投資を行い、資産の運

用を行います。

設立年月日 2012年12月17日 2014年１月７日

登録年月日 2013年１月15日 2014年２月５日

純資産額及び

投資口１口当た

りの純資産額

非上場であり、一般に開示しておりませ

ん。

純資産額 10,412百万円

１口当たりの純資産額 139,516円

（2018年４月30日現在）

 

名称 大和証券ホテル・プライベート投資法人

基本的性格

大和証券ホテル・プライベート投資法人

は、将来にわたって安定的な収益の獲得と

運用資産の持続的な成長を図り、投資主利

益の最大化を目指すことを基本方針として

おり、主たる用途が宿泊用施設である不動

産（信託受益権に投資する場合の主たる信

託財産である不動産も含みます。）に投資

を行い、資産の運用を行います。

設立年月日 2018年３月７日

登録年月日 2018年３月26日

純資産額及び

投資口１口当た

りの純資産額

非上場であり、一般に開示しておりませ

ん。

 

③ 関係業務の概況

（イ）資産運用会社としての業務

ａ．資産運用業務

資産運用会社は、投信法、金融商品取引法及び規約の規定に従い、本投資法人の資産の運用業務を行いま

す。また、資産の運用業務に関し第三者より苦情を申し立てられた場合における当該苦情の処理その他必要

な行為、及びその他本投資法人の資産の運用に関連し又は付随する業務を行います。

ｂ．資金調達業務

資産運用会社は、本投資法人が行う、投資口の追加発行、投資法人債の発行、資金の借入れ若しくは借換

え、又はこれらに類似する資金調達行為に関し、本投資法人の代わりに業務を行います。

ｃ．報告業務

資産運用会社は、投信法に従った報告書の作成及び交付、その他本投資法人の要求に基づき委託業務に関

する報告を行います。

ｄ．その他上記に付随する業務を行います。 

（ロ）機関運営に係る一般事務受託者としての業務 

本投資法人の機関の運営に関する一般事務を行います。

④ 資本関係 

本書の提出日現在、本投資法人と資産運用会社との間には直接の資本関係はありません。
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２【その他の関係法人の概況】

Ａ 一般事務受託者（会計等に関する事務）及び資産保管会社

（１）【名称、資本金の額及び事業の内容】

名   称：三井住友信託銀行株式会社

      東京都千代田区丸の内一丁目４番１号

資本金の額：2018年３月31日現在 342,037百万円

事業の内容：銀行法（昭和56年法律第59号。その後の改正を含みます。以下「銀行法」といいます。）に基づ

き銀行業を営むとともに、金融機関の信託業務の兼営等に関する法律（昭和18年法律第43号。そ

の後の改正を含みます。以下「兼営法」といいます。）に基づき信託業務を営んでいます。

 

（２）【関係業務の概要】

① 一般事務受託者としての業務

（イ）本投資法人の計算に関する事務

（ロ）本投資法人の会計帳簿の作成に関する事務

（ハ）本投資法人の納税に関する事務

② 資産保管会社としての業務

（イ）資産保管業務

（ロ）金銭出納管理業務

 

（３）【資本関係】

本書の提出日現在、本投資法人と三井住友信託銀行株式会社との間には資本関係はありません。

 

Ｂ 一般事務受託者（投資法人債に関する事務）

（１）名称、資本金の額及び事業の内容

① 株式会社三井住友銀行

名   称：株式会社三井住友銀行

      東京都千代田区丸の内一丁目１番２号

資本金の額：2018年３月31日現在 1,770,996百万円

事業の内容：銀行法に基づき銀行業を営んでいます。

② 株式会社りそな銀行

名   称：株式会社りそな銀行

      大阪府大阪市中央区備後町二丁目２番１号

資本金の額：2018年３月31日現在 279,928百万円

事業の内容：銀行法に基づき銀行業を営んでいます。

 

（２）関係業務の概要

① 株式会社三井住友銀行

第４回投資法人債に係る一般事務受託者としての業務

（イ）投資法人債の発行に関する事務及び期中における事務

（ロ）投資法人債の原簿に関する事務

（ハ）投資法人債の元利金の支払いに関する事務

（ニ）投資法人債権者からの申出の受付等の事務

② 株式会社りそな銀行

第３回投資法人債に係る一般事務受託者としての業務

（イ）投資法人債の発行に関する事務及び期中における事務

（ロ）投資法人債の原簿に関する事務

（ハ）投資法人債の元利金の支払いに関する事務

（ニ）投資法人債権者からの申出の受付等の事務

 

（３）資本関係

本書の提出日現在、本投資法人と株式会社三井住友銀行及び株式会社りそな銀行との間には資本関係はありま

せん。
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Ｃ 投資主名簿等管理人兼特別口座管理機関 

（１）名称、資本金の額及び事業の内容

名   称：三井住友信託銀行株式会社

      東京都千代田区丸の内一丁目４番１号

資本金の額：2018年３月31日現在 342,037百万円

事業の内容：銀行法に基づき銀行業を営むとともに、兼営法に基づき信託業務を営んでいます。

 

（２）関係業務の概要

① 投資主名簿等管理人としての事務

（イ）投資主名簿の作成、管理及び備置に関する事務 

（ロ）投資主名簿への投資主及び登録投資口質権者又はこれらの者の代理人等（以下「投資主等」といいま

す。）の投資主名簿記載事項の記録並びに投資主名簿と振替口座簿に記録すべき振替投資口数との照合に関

する事務 

（ハ）投資主等の住所及び氏名の記録又はその変更事項の記録に関する事務 

（ニ）投資主等の提出する届出の受理に関する事務 

（ホ）投資主総会の招集通知、決議通知及びこれらに付随する参考書類等各種送付物の送付並びにこれらの返戻

履歴の管理に関する事務 

（ヘ）議決権行使書面の作成、受理及び集計に関する事務 

（ト）金銭の分配（以下「分配金」といいます。）の計算及び支払に関する事務 

（チ）分配金支払事務取扱銀行等における支払期間経過後の分配金の確定及びその支払いに関する事務 

（リ）新投資口予約権原簿の作成、管理及び備置に関する事務 

（ヌ）新投資口予約権の行使に関する事務 

（ル）新投資口予約権原簿への新投資口予約権者及び登録新投資口予約権質権者（以下「新投資口予約権者等」

といいます。）の新投資口予約権原簿記載事項の記録並びに新投資口予約権原簿と振替口座簿に記録すべき

振替新投資口予約権数との照合に関する事務 

（ヲ）新投資口予約権者等の住所及び氏名の記録又はその変更事項の記録に関する事務 

（ワ）投資主名簿及び新投資口予約権原簿（これらを総称して、以下「投資主名簿等」といいます。）の閲覧又

は謄写若しくは証明書の交付に関する事務 

（カ）自己投資口及び自己新投資口予約権の消却に関する事務 

（ヨ）投資口及び新投資口予約権に関する諸統計及び官庁、証券取引所等への届出若しくは報告に関する資料の

作成事務 

（タ）投資口の併合、投資口の分割、募集投資口及び募集新投資口予約権の発行、合併等に関する事務等の臨時

事務 

（レ）委託事務を処理するため使用した甲に帰属する書類の整理保管に関する事務 

（ソ）支払調書等の作成対象となる投資主等、新投資口予約権者等の個人番号及び法人番号（以下「個人番号

等」といいます。）について、振替機関あて請求及び通知受領に関する事務 

（ツ）投資主等及び新投資口予約権者等に係る個人番号等の収集に関する事務 

（ネ）投資主等及び新投資口予約権者等の個人番号等の登録、保管及び別途定める保管期間経過後の廃棄又は削

除に関する事務 

（ナ）行政機関等あて個人番号等の提供に関する事務 

（ラ）その他振替機関との情報の授受に関する事項 

（ム）前各号に関する照会に対する応答 

（ウ）前各号に掲げる事項に付随する事務 

 

② 特別口座管理機関としての事務 

（イ）振替口座簿並びにこれに附属する帳簿の作成・管理及び備置に関する事項

（ロ）総投資主報告に関する事項

（ハ）新規記載又は記録手続及び抹消手続又は全部抹消手続に関する事項

（ニ）保管振替機構からの本投資法人に対する個別投資主通知及び本投資法人の保管振替機構に対する情報提供

請求に関する事項

（ホ）振替口座簿への記載又は記録、質権に係る記載又は記録及び信託の受託者並びに信託財産に係る記載又は

記録に関する事項

（ヘ）特別口座の開設及び廃止に関する事項

（ト）加入者情報及び届出印鑑の登録又はそれらの変更の登録及び加入者情報の保管振替機構への届出に関する

事項
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（チ）特別口座の加入者本人のために開設された他の口座への振替手続に関する事項

（リ）社債株式等振替法で定める取得者等による特別口座開設等請求に関する事項

（ヌ）加入者からの個別投資主通知の申出に関する事項

（ル）加入者又は利害関係を有する者からの情報提供請求に関する事項

（ヲ）前各号に掲げるもののほか、加入者等（「加入者等」とは、投資主、投資口質権者及びこれらの法定代理

人又は以上の者の常任代理人をいいます。以下同じです。）による請求に関する事項

（ワ）前各号に掲げるもののほか、加入者等からの加入者等に係る情報及び届出印鑑に関する届出の受理に関す

る事項

（カ）加入者等からの照会に対する応答に関する事項

（ヨ）投資口の併合又は分割に関する事項 

（タ）前各号に掲げる事項のほか、振替制度の運営に関する事項及び本投資法人及び特別口座管理機関が協議の

うえ定める事項

 

（３）資本関係

本書の提出日現在、本投資法人と三井住友信託銀行株式会社との間には資本関係はありません。

 

Ｄ 特定関係法人 

（１）名称、資本金の額及び事業の内容

名   称：株式会社大和証券グループ本社

      東京都千代田区丸の内一丁目９番１号

資本金の額：2018年３月31日現在 247,397百万円

事業の内容：金融商品取引業等を営む会社の株式の所有・管理・支配

 

（２）関係業務の概要

関係業務の概要については、前記「第一部 ファンド情報 第１ ファンドの状況 １ 投資法人の概況（３）投

資法人の仕組み ② 本投資法人及び本投資法人の関係法人の運営上の役割、名称及び関係業務の概要」をご参照

下さい。

 

（３）資本関係

2018年５月31日現在、本投資法人の投資口を59,321口保有しています。
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第５【投資法人の経理状況】
１．財務諸表の作成方法について

 本投資法人の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。そ

の後の改正を含みます。）及び同規則第２条の規定により、「投資法人の計算に関する規則」（平成18年内閣府令第

47号。その後の改正を含みます。）に基づいて作成しています。

 

２．監査証明について

 本投資法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第25期計算期間（2017年12月１日から2018年

５月31日まで）の財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人の監査を受けています。

 

３．連結財務諸表について

 本投資法人は、子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。
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１【財務諸表】

（１）【貸借対照表】

    （単位：千円） 

  第24期 
(2017年11月30日) 

第25期 
(2018年５月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 14,289,857 28,687,859 

信託現金及び信託預金 1,668,622 3,383,052 

営業未収入金 222,262 180,947 

未収還付法人税等 － 16,267 

前払費用 344,392 338,534 

繰延税金資産 4,896 5,348 

その他 84,121 36,817 

流動資産合計 16,614,151 32,648,828 

固定資産    

有形固定資産    

建物 3,253,750 3,260,320 

減価償却累計額 △2,064,500 △2,148,056 

建物（純額） 1,189,250 1,112,264 

構築物 14,344 14,344 

減価償却累計額 △5,220 △5,691 

構築物（純額） 9,124 8,652 

工具、器具及び備品 23,975 19,917 

減価償却累計額 △11,726 △8,805 

工具、器具及び備品（純額） 12,249 11,111 

土地 12,302,226 12,302,226 

建設仮勘定 3,619 3,687 

信託建物 105,126,884 100,613,702 

減価償却累計額 △23,767,949 △20,611,255 

信託建物（純額） ※１ 81,358,934 ※１ 80,002,446 

信託構築物 970,959 722,262 

減価償却累計額 △222,278 △159,378 

信託構築物（純額） 748,681 562,883 

信託機械及び装置 998,774 765,971 

減価償却累計額 △475,578 △378,845 

信託機械及び装置（純額） 523,196 387,125 

信託工具、器具及び備品 257,137 228,474 

減価償却累計額 △125,831 △117,569 

信託工具、器具及び備品（純額） 131,306 110,904 

信託土地 360,772,887 335,174,786 

信託建設仮勘定 1,519,315 821,310 

有形固定資産合計 458,570,791 430,497,400 

無形固定資産    

商標権 433 378 

借地権 2,398,275 2,398,275 

信託借地権 306,884 306,884 

その他 28,199 24,679 

無形固定資産合計 2,733,792 2,730,218 
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    （単位：千円） 

  第24期 
(2017年11月30日) 

第25期 
(2018年５月31日) 

投資その他の資産    

投資有価証券 3,951,142 － 

信託差入敷金及び保証金 113,684 113,684 

長期前払費用 1,002,820 903,806 

繰延税金資産 92,582 35,145 

デリバティブ債権 63,861 83,268 

その他 10,020 10,020 

投資その他の資産合計 5,234,111 1,145,925 

固定資産合計 466,538,695 434,373,544 

繰延資産    

投資法人債発行費 20,589 17,651 

繰延資産合計 20,589 17,651 

資産合計 483,173,437 467,040,024 

負債の部    

流動負債    

営業未払金 814,019 872,092 

短期借入金 2,000,000 － 

1年内返済予定の長期借入金 17,350,000 15,500,000 

未払金 425,557 534,701 

未払法人税等 869 655 

未払消費税等 256,957 296,361 

前受金 2,046,248 2,073,799 

その他 304,745 524,627 

流動負債合計 23,198,399 19,802,238 

固定負債    

投資法人債 5,100,000 5,100,000 

長期借入金 179,850,000 168,350,000 

預り敷金及び保証金 17,140,303 17,709,854 

信託預り敷金及び保証金 491,739 1,792,654 

デリバティブ債務 596,906 434,526 

その他 － 174,578 

固定負債合計 203,178,949 193,561,614 

負債合計 226,377,349 213,363,852 

純資産の部    

投資主資本    

出資総額 251,551,759 251,551,759 

出資総額控除額 － ※２ △3,675,523 

出資総額（純額） 251,551,759 247,876,236 

剰余金    

任意積立金    

圧縮積立金 164,162 164,162 

任意積立金合計 164,162 164,162 

当期未処分利益又は当期未処理損失（△） 5,455,377 5,887,688 

剰余金合計 5,619,540 6,051,850 

投資主資本合計 257,171,299 253,928,086 

評価・換算差額等    

繰延ヘッジ損益 △375,211 △251,915 

評価・換算差額等合計 △375,211 △251,915 

純資産合計 ※３ 256,796,087 ※３ 253,676,171 

負債純資産合計 483,173,437 467,040,024 
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（２）【損益計算書】

    （単位：千円） 

 
第24期 

(自 2017年６月１日 
 至 2017年11月30日) 

第25期 
(自 2017年12月１日 

 至 2018年５月31日) 

営業収益    

賃貸事業収入 ※１ 12,718,363 ※１ 12,868,665 

その他賃貸事業収入 ※１ 16,863 ※１ 41,409 

不動産等売却益 － ※２ 481,733 

受取配当金 － 48,820 

営業収益合計 12,735,226 13,440,629 

営業費用    

賃貸事業費用 ※１ 5,279,234 ※１ 5,410,175 

資産運用報酬 1,048,416 1,064,807 

資産保管手数料 24,124 24,796 

一般事務委託手数料 75,117 76,500 

信託報酬 18,594 19,738 

役員報酬 7,200 7,200 

その他営業費用 105,291 158,669 

営業費用合計 6,557,978 6,761,887 

営業利益 6,177,247 6,678,741 

営業外収益    

受取利息 91 9 

未払分配金戻入 479 697 

受取保険金 － 137,418 

雑収入 1,589 898 

営業外収益合計 2,160 139,024 

営業外費用    

支払利息 548,019 542,083 

投資法人債利息 16,707 16,892 

融資手数料 153,930 144,081 

火災による損失 － 125,588 

その他 4,708 100,879 

営業外費用合計 723,366 929,524 

経常利益 5,456,041 5,888,241 

税引前当期純利益 5,456,041 5,888,241 

法人税、住民税及び事業税 883 774 

法人税等調整額 3 5 

法人税等合計 887 780 

当期純利益 5,455,154 5,887,460 

前期繰越利益 223 227 

当期未処分利益又は当期未処理損失（△） 5,455,377 5,887,688 
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（３）【投資主資本等変動計算書】

第24期（自 2017年６月１日 至 2017年11月30日） 

          （単位：千円） 

  投資主資本 

 

出資総額 

剰余金 

投資主資本合計   任意積立金 当期未処分利益
又は当期未処理
損失（△） 

剰余金合計 
  圧縮積立金 任意積立金合計 

当期首残高 251,551,759 164,162 164,162 5,359,285 5,523,447 257,075,206 

当期変動額            

剰余金の配当       △5,359,061 △5,359,061 △5,359,061 

当期純利益       5,455,154 5,455,154 5,455,154 

投資主資本以外の項目の

当期変動額（純額） 
           

当期変動額合計 － － － 96,092 96,092 96,092 

当期末残高 251,551,759 164,162 164,162 5,455,377 5,619,540 257,171,299 

 

     

  評価・換算差額等 

純資産合計 
  繰延ヘッジ損益 

評価・換算差額
等合計 

当期首残高 △514,581 △514,581 256,560,625 

当期変動額      

剰余金の配当     △5,359,061 

当期純利益     5,455,154 

投資主資本以外の項目の

当期変動額（純額） 
139,369 139,369 139,369 

当期変動額合計 139,369 139,369 235,462 

当期末残高 △375,211 △375,211 256,796,087 
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第25期（自 2017年12月１日 至 2018年５月31日） 

              （単位：千円） 

  投資主資本 

  出資総額 剰余金 

 
出資総額 

出資総額 
控除額 

出資総額 
（純額） 

任意積立金 当期未処分 
利益又は 
当期未処理 
損失（△） 

剰余金合計 
  圧縮積立金 任意積立金 

合計 

当期首残高 251,551,759 － 251,551,759 164,162 164,162 5,455,377 5,619,540 

当期変動額              

剰余金の配当           △5,455,150 △5,455,150 

当期純利益           5,887,460 5,887,460 

自己投資口の取得              

自己投資口の消却   △3,675,523 △3,675,523        

投資主資本以外の項目の

当期変動額（純額） 
             

当期変動額合計 － △3,675,523 △3,675,523 － － 432,310 432,310 

当期末残高 251,551,759 △3,675,523 247,876,236 164,162 164,162 5,887,688 6,051,850 

 

         

  投資主資本 評価・換算差額等 

純資産合計 
  自己投資口 投資主資本合計 繰延ヘッジ損益 評価・換算 

差額等合計 

当期首残高 － 257,171,299 △375,211 △375,211 256,796,087 

当期変動額          

剰余金の配当   △5,455,150     △5,455,150 

当期純利益   5,887,460     5,887,460 

自己投資口の取得 △3,675,523 △3,675,523     △3,675,523 

自己投資口の消却 3,675,523 －     － 

投資主資本以外の項目の

当期変動額（純額） 
    123,296 123,296 123,296 

当期変動額合計 － △3,243,213 123,296 123,296 △3,119,917 

当期末残高 － 253,928,086 △251,915 △251,915 253,676,171 
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（４）【金銭の分配に係る計算書】

区    分

第24期
（自 2017年６月１日 
至 2017年11月30日） 

第25期
（自 2017年12月１日 
至 2018年５月31日） 

金額（円） 金額（円）

Ⅰ 当期未処分利益 5,455,377,793 5,887,688,126 

Ⅱ 分配金の額 5,455,150,633 5,484,428,550 

（投資口１口当たり分

配金の額）
(10,957) (11,150) 

 Ⅲ 任意積立金    

   圧縮積立金繰入額 － 403,259,576 

Ⅳ 次期繰越利益 227,160 － 

分配金の額の算出方法 本投資法人の規約第32条第１号に定める

「金銭の分配の方針」に基づき、分配金

の額は利益の金額を限度とし、「租税特

別措置法第67条の15に規定される本投資

法人の配当可能利益の額の金額の100分の

90に相当する金額を超えて分配する」旨

の方針に従い、当期未処分利益を超えな

い額で発行済投資口の総口数497,869口の

整数倍の最大値となる5,455,150,633円を

利益分配金として分配することといたし

ました。なお、投資法人規約第32条第２

号に定める利益を超えた金銭の分配は行

いません。

本投資法人の規約第32条第１号に定める

「金銭の分配の方針」に基づき、分配金

の額は利益の金額を限度とし、「租税特

別措置法第67条の15に規定される本投資

法人の配当可能利益の額の金額の100分の

90に相当する金額を超えて分配する」旨

の方針に従い、当期未処分利益から租税

特別措置法第66条の２による圧縮積立金

繰入額を控除し、その残額を超えない額

で発行済投資口の総口数491,877口の整数

倍の最大値となる5,484,428,550円を利益

分配金として分配することといたしまし

た。なお、投資法人規約第32条第２号に

定める利益を超えた金銭の分配は行いま

せん。
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（５）【キャッシュ・フロー計算書】

    （単位：千円） 

 
第24期 

(自 2017年６月１日 
 至 2017年11月30日) 

第25期 
(自 2017年12月１日 

 至 2018年５月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税引前当期純利益 5,456,041 5,888,241 

減価償却費 1,772,415 1,775,614 

投資法人債発行費償却 2,954 2,938 

受取利息 △91 △9 

支払利息 564,727 558,975 

営業未収入金の増減額（△は増加） △77,107 41,314 

未収入金の増減額（△は増加） － △2,214 

前払費用の増減額（△は増加） 27,453 5,857 

営業未払金の増減額（△は減少） △286,501 △27,529 

未払金の増減額（△は減少） △543 8,045 

未払消費税等の増減額（△は減少） △79,493 39,403 

前受金の増減額（△は減少） 5,631 27,551 

長期前払費用の増減額（△は増加） 68,370 99,013 

信託有形固定資産の売却による減少額 － 69,827,449 

その他 △316,146 293,398 

小計 7,137,710 78,538,048 

利息の受取額 91 9 

利息の支払額 △564,819 △558,883 

法人税等の支払額 △956 △17,257 

営業活動によるキャッシュ・フロー 6,572,025 77,961,917 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の取得による支出 △48,802 △7,835 

信託有形固定資産の取得による支出 △1,562,150 △43,357,161 

無形固定資産の取得による支出 △31,259 － 

投資有価証券の取得による支出 △3,951,142 － 

投資有価証券の払戻による収入 － 3,951,142 

預り敷金及び保証金の受入による収入 970,585 2,835,391 

信託預り敷金及び保証金の受入による収入 － 1,562,855 

預り敷金及び保証金の返還による支出 △610,851 △2,246,747 

信託預り敷金及び保証金の返還による支出 － △106,455 

投資活動によるキャッシュ・フロー △5,233,620 △37,368,810 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入れによる収入 1,000,000 39,000,000 

短期借入金の返済による支出 － △41,000,000 

長期借入れによる収入 10,550,000 6,000,000 

長期借入金の返済による支出 △11,550,000 △19,350,000 

自己投資口の取得による支出 － △3,675,523 

分配金の支払額 △5,358,341 △5,455,151 

財務活動によるキャッシュ・フロー △5,358,341 △24,480,674 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △4,019,936 16,112,432 

現金及び現金同等物の期首残高 19,978,415 15,958,479 

現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 15,958,479 ※１ 32,070,911 
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（６）【注記表】
 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

１．資産の評価基準及び評価方法 有価証券

その他有価証券

時価のないもの

移動平均法による原価法を採用しております。

なお、匿名組合出資持分については、匿名組合に対する持分相当額を純

額で取り込む方法を採用しております。

２．固定資産の減価償却の方法 (１) 有形固定資産（信託財産を含みます。）

定額法を採用しております。

なお、主たる有形固定資産の耐用年数は以下のとおりです。

 
 

建物 ２～64年

構築物 10～56年

機械及び装置 ７～23年

工具、器具及び備品 ５～15年
 

  (２）無形固定資産

定額法を採用しております。

  (３）長期前払費用

定額法を採用しております。

３．繰延資産の処理方法 投資法人債発行費 

償還までの期間にわたり定額法により償却しております。

４．収益及び費用の計上基準 固定資産税等の処理方法

保有する不動産又は不動産を信託財産とする信託受益権に係る固定資産税、

都市計画税及び償却資産税等については、賦課決定された税額のうち当該計

算期間に対応する額を賃貸事業費用として費用処理する方法を採用しており

ます。

なお、不動産又は不動産を信託財産とする信託受益権の取得に伴い、本投資

法人が負担すべき初年度の固定資産税等相当額については、費用計上せず当

該不動産等の取得原価に算入しております。不動産等の取得原価に算入した

固定資産税等相当額は、第24期は該当なし、第25期は126,300千円です。

５．ヘッジ会計の方法 (１）ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。

但し、金利スワップの特例処理の要件を満たすものにつきましては、特例

処理を採用しております。

(２）ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段

 金利スワップ取引

ヘッジ対象

 借入金利息

(３）ヘッジ方針

本投資法人はリスク管理方針に基づき、投資法人規約に規定するリスクを

ヘッジする目的でデリバティブ取引を行っております。

(４）ヘッジの有効性評価の方法

ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段のキャッシュ・

フロー変動の累計とを比較し、両者の変動額の比率を検証することによ

り、ヘッジの有効性を評価しております。

但し、特例処理の要件を満たす金利スワップについては、有効性の評価を

省略しております。

６．キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金の範囲

キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金

及び信託現金、随時引き出し可能な預金及び信託預金並びに容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月

以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。
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７．その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項

(１）不動産等を信託財産とする信託受益権に関する会計処理方法

保有する不動産等を信託財産とする信託受益権につきましては、信託財産

内すべての資産及び負債勘定並びに信託財産に生じたすべての収益及び費

用勘定について、貸借対照表及び損益計算書の該当勘定科目に計上してお

ります。

なお、該当勘定科目に計上した信託財産のうち重要性がある下記の科目に

ついては、貸借対照表において区分掲記しております。

  ① 信託現金及び信託預金

② 信託建物、信託構築物、信託機械及び装置、信託工具、器具及び備

品、信託土地、信託建設仮勘定

③ 信託借地権

④ 信託差入敷金及び保証金

⑤ 信託預り敷金及び保証金

  (２）消費税等の処理方法

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっており、控除対象外

消費税等は、当期の費用として処理しております。

なお、固定資産等に係る控除対象外消費税等は５年間で均等償却しており

ます。

 

２．貸借対照表に関する注記

※１．国庫補助金等により取得した有形固定資産の圧縮記帳額

第24期
（2017年11月30日）

第25期
（2018年５月31日） 

信託建物 32,898千円   32,898千円

 

※２．自己投資口の消却の状況

第24期
（2017年11月30日）

第25期
（2018年５月31日） 

総消却口数

消却総額

－

－

  5,992口

3,675,523千円

 

※３．投資信託及び投資法人に関する法律第67条第４項に定める最低純資産額 

第24期
（2017年11月30日） 

第25期
（2018年５月31日） 

  50,000千円   50,000千円
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３．損益計算書に関する注記

※１．不動産賃貸事業損益の内訳（単位：千円）

     
第24期

（自 2017年６月１日
  至 2017年11月30日）

第25期
（自 2017年12月１日

  至 2018年５月31日）

  Ａ．不動産賃貸事業収益        

    賃貸事業収入 12,718,363   12,868,665  

    その他賃貸事業収入 16,863   41,409  

    不動産賃貸事業収益合計   12,735,226   12,910,074 

  Ｂ．不動産賃貸事業費用        

    外注委託費 969,049   962,222  

    水道光熱費 1,095,647   998,451  

    租税公課 1,110,288   1,108,572  

    損害保険料 14,770   14,249  

    修繕費 267,966   505,704  

    減価償却費 1,768,826   1,772,039  

    その他賃貸事業費用 52,684   48,935  

    不動産賃貸事業費用合計   5,279,234   5,410,175 

  Ｃ．不動産賃貸事業損益        

    （Ａ－Ｂ）   7,455,991   7,499,899 

 

※２.不動産等売却損益の内訳（単位：千円） 

第24期（自 2017年６月１日 至 2017年11月30日）

 該当事項はありません。

 

第25期（自 2017年12月１日 至 2018年５月31日）

  Ｄａｉｗａ名駅ビル

    不動産等売却収入     8,301,326  

    不動産等売却原価     5,217,313  

    その他売却費用     124,549  

    不動産等売却益       2,959,463 

 

      新宿マインズタワー（共有持分７分の６のうち共有持分７分の３）

    不動産等売却収入     62,500,000  

    不動産等売却原価     64,610,135  

    その他売却費用     367,594  

    不動産等売却損       2,477,729 

 

４．投資主資本等変動計算書に関する注記 

 
第24期

（自 2017年６月１日
  至 2017年11月30日）

第25期
（自 2017年12月１日

  至 2018年５月31日）

発行可能投資口総口数及び発行済投資口の総口数    

発行可能投資口総口数 2,000,000口 2,000,000口 

発行済投資口の総口数 497,869口 491,877口 
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５．キャッシュ・フロー計算書に関する注記 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
第24期

（自 2017年６月１日
  至 2017年11月30日）

第25期
（自 2017年12月１日

  至 2018年５月31日）

現金及び預金 14,289,857千円 28,687,859千円 

信託現金及び信託預金 1,668,622千円 3,383,052千円 

現金及び現金同等物 15,958,479千円 32,070,911千円 

 

６．リース取引に関する注記

オペレーティング・リース取引（貸主側）

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

 
第24期

（2017年11月30日）
第25期

（2018年５月31日）

１年以内 9,330,887千円 10,074,022千円 

１年超 15,844,194千円 17,842,810千円 

合計 25,175,081千円 27,916,832千円 

 

７．金融商品に関する注記

（１）金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針

 本投資法人では、資産の取得、修繕、分配金の支払及び有利子負債の返済等に充当する資金を、金融機関

からの借入れ、投資法人債の発行又は新投資口の発行等により調達しています。有利子負債による資金調達

においては、財務の安定性の確保及び将来の金利上昇リスクを回避するため、借入期間の長期化、金利の固

定化及び返済期日の分散等に留意しています。

 余資運用については、預金並びに安全性・流動性を伴う金銭債権及び有価証券等を対象としていますが、

原則として預金にて運用しております。

 デリバティブ取引については、本投資法人の負債に起因する金利変動リスクをヘッジすることを目的とし

たものに限定しています。

② 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

 借入金及び投資法人債の資金使途は主に資産（不動産信託受益権等）の取得並びに既存の借入金・投資法

人債の返済・償還資金です。これらは、返済・償還期限において流動性リスクに晒されますが、有利子負債

比率を低位に保ち、期日分散を図り、有利子負債の長期比率を高位に保つとともに、国内金融機関を中心と

するレンダーの多様化を図ることで、当該リスクを管理しています。なお、変動金利による借入金等は、支

払金利の上昇リスクに晒されていますが、このうち長期のものの一部については、支払金利の上昇リスクを

回避し支払利息の固定化を図るために、デリバティブ取引（金利スワップ取引）をヘッジ手段として利用し

ております。

 ヘッジの有効性評価の方法については、ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段のキャ

ッシュ・フロー変動の累計とを比較し、両者の変動額の比率を検証することにより、ヘッジの有効性を評価

しております。但し、特例処理の要件を満たす金利スワップについては、有効性の評価は省略しておりま

す。

 デリバティブ取引の執行・管理については、リスク管理の基本方針を定めた規程に基づき行っておりま

す。

 預り敷金及び保証金並びに信託預り敷金及び保証金は、テナントからの預り金であり、退去に伴う返還時

において流動性リスクに晒されますが、その金額の一定割合を留保することにより、当該リスクを限定して

います。

 預金は、投資法人の余資を運用するものであり、預入先金融機関の破綻等の信用リスクに晒されています

が、預入期間を短期に限定し、また、預入先金融機関の信用格付に下限を設ける（決済性預金を除きま

す。）等により、当該リスクを管理しています。

 投資有価証券は、匿名組合に対する出資であり、発行体の信用リスク、不動産等の価値等の変動リスク及

び金利の変動リスクに晒されていますが、定期的に発行体の財務状況及び不動産等の価値等を把握すること

により、当該リスクを管理しています。 
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③ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

 金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が

含まれています。当該価額の算定においては、一定の前提条件を採用しているため、異なる前提条件等によ

った場合、当該価額が異なることもあります。また、デリバティブ取引に関する契約額等については、その

金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。

 

（２）金融商品の時価等に関する事項

 貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。なお、時価を把握することが極

めて困難と認められるものは、次表には含めておりません（（注２）をご参照下さい。）。

 

第24期（2017年11月30日） 

（単位：千円） 

  貸借対照表計上額 時価 差額

（１）現金及び預金 14,289,857 14,289,857 －

（２）信託現金及び信託預金 1,668,622 1,668,622 －

資産計 15,958,479 15,958,479 －

（３）短期借入金 2,000,000 2,000,000 －

（４）１年内返済予定の長期借入金 17,350,000 17,364,931 14,931

（５）投資法人債 5,100,000 5,175,450 75,450

（６）長期借入金 179,850,000 179,753,467 △96,532

負債計 204,300,000 204,293,849 △6,150

 デリバティブ取引（※） (548,483) (548,483) －

 

第25期（2018年５月31日） 

（単位：千円） 

  貸借対照表計上額 時価 差額

（１）現金及び預金 28,687,859 28,687,859 －

（２）信託現金及び信託預金 3,383,052 3,383,052 －

資産計 32,070,911 32,070,911 －

（３）短期借入金 － － －

（４）１年内返済予定の長期借入金 15,500,000 15,510,391 10,391

（５）投資法人債 5,100,000 5,168,640 68,640

（６）長期借入金 168,350,000 168,312,077 △37,922

負債計 188,950,000 188,991,109 41,109

 デリバティブ取引（※） (368,207) (368,207) －

（※）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目につ

いては、（ ）で示しています。 

 

（注１）金融商品の時価の算定方法及びデリバティブ取引に関する事項

資産

（１）現金及び預金、（２）信託現金及び信託預金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によ

っています。
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負債

（３）短期借入金、（４）１年内返済予定の長期借入金、（６）長期借入金

 変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また、本投資法人の信用状態は実行後大きく異なって

いないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額によっています。また、固

定金利によるものは、元利金の合計額（※）を、同様の借入れを行った場合に適用される合理的に見積られる

利率で割り引いて算定する方法によっています。

（※）金利スワップの特例処理の対象とされた長期借入金（後記「９．デリバティブ取引に関する注記」をご

参照下さい。）については、その金利スワップのレートによる元利金の合計額

  （５）投資法人債

本投資法人の発行する投資法人債の時価については、市場価格に基づきます。

  デリバティブ取引

後記「９．デリバティブ取引に関する注記」をご参照下さい。

 

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の貸借対照表計上額

 
第24期

（2017年11月30日）
第25期

（2018年５月31日）

投資有価証券（※１） 3,951,142千円 －

預り敷金及び保証金（※２） 17,140,303千円 17,709,854千円 

信託預り敷金及び保証金（※２） 491,739千円 1,792,654千円 

合計 21,583,184千円 19,502,509千円 

 （※１）投資有価証券として計上している匿名組合出資持分は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困

難と認められるため、時価開示の対象とはしておりません。

 （※２）賃貸物件における賃借人から預託されている預り敷金及び保証金並びに信託預り敷金及び保証金は、市場

価格がなく、かつ、賃借人の入居から退去までの実質的な預託期間を算定することが困難であることから、

合理的に将来キャッシュ・フローを見積もることができず、時価を把握することが極めて困難と認められる

ため、時価開示の対象とはしておりません。 

 

（注３）金銭債権の決算日後の償還予定額

 

第24期（2017年11月30日） 

（単位：千円） 

  １年以内 １年超２年以内 ２年超３年以内 ３年超４年以内 ４年超５年以内 ５年超

現金及び預金 14,289,857 － － － － －

信託現金及び

信託預金
1,668,622 － － － － －

合 計 15,958,479 － － － － －

 

第25期（2018年５月31日） 

（単位：千円） 

  １年以内 １年超２年以内 ２年超３年以内 ３年超４年以内 ４年超５年以内 ５年超

現金及び預金 28,687,859 － － － － －

信託現金及び

信託預金
3,383,052 － － － － －

合 計 32,070,911 － － － － －
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（注４）短期借入金、１年内返済予定の長期借入金、長期借入金及び投資法人債の決算日後の返済予定額 

 

第24期（2017年11月30日） 

（単位：千円） 

  １年以内 １年超２年以内 ２年超３年以内 ３年超４年以内 ４年超５年以内 ５年超

短期借入金 2,000,000 － － － － －

１年内返済予定

の長期借入金
17,350,000 － － － － －

投資法人債 － 3,000,000 － － － 2,100,000

長期借入金 － 22,000,000 31,600,000 24,200,000 31,600,000 70,450,000

合 計 19,350,000 25,000,000 31,600,000 24,200,000 31,600,000 72,550,000

 

第25期（2018年５月31日） 

（単位：千円） 

  １年以内 １年超２年以内 ２年超３年以内 ３年超４年以内 ４年超５年以内 ５年超

１年内返済予定

の長期借入金
15,500,000 － － － － －

投資法人債 － 3,000,000 － － － 2,100,000

長期借入金 － 19,500,000 33,300,000 21,500,000 30,600,000 63,450,000

合 計 15,500,000 22,500,000 33,300,000 21,500,000 30,600,000 65,550,000

 

８．有価証券に関する注記

第24期（2017年11月30日） 

 投資有価証券として計上している匿名組合出資持分(貸借対照表計上額3,951,142千円)は、市場価格がなく、

時価を把握することが極めて困難と認められるため、記載しておりません。

 

第25期（2018年５月31日） 

 該当事項はありません。 
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９．デリバティブ取引に関する注記 

（１）ヘッジ会計が適用されていないもの

第24期（2017年11月30日） 

 該当事項はありません。

 

第25期（2018年５月31日） 

 該当事項はありません。

 

（２）ヘッジ会計が適用されているもの 

第24期（2017年11月30日） 

 ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引について、ヘッジ会計の方法ごとの決算日における契約額

又は契約において定められた元本相当額等は次のとおりです。 

ヘッジ会計

の方法

デリバティブ

取引の種類等

主な

ヘッジ対象

契約額等（千円） 時価

（千円）
当該時価の算定方法

  内１年超

原則的処理方法
金利スワップ取引

支払固定・受取変動
長期借入金 112,600,000 105,100,000 △548,483

取引先金融機関から

提示された価格等に

よっています。

金利スワップ

の特例処理

金利スワップ取引

支払固定・受取変動
長期借入金 14,350,000 7,000,000 （※） －

 合計 126,950,000 112,100,000 △548,483 －

 

第25期（2018年５月31日） 

 ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引について、ヘッジ会計の方法ごとの決算日における契約額

又は契約において定められた元本相当額等は次のとおりです。 

ヘッジ会計

の方法

デリバティブ

取引の種類等

主な

ヘッジ対象

契約額等（千円） 時価

（千円）
当該時価の算定方法

  内１年超

原則的処理方法
金利スワップ取引

支払固定・受取変動
長期借入金 105,100,000 96,100,000 △368,207 

取引先金融機関から

提示された価格等に

よっています。

金利スワップ

の特例処理

金利スワップ取引

支払固定・受取変動
長期借入金 4,500,000 2,000,000 （※） －

 合計 109,600,000 98,100,000 △368,207 －

 

（※）金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されている

ため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております（前記「７．金融商品に関する注

記」（２）金融商品の時価等に関する事項（注１）負債（４）（６）をご参照下さい。）。 

 

10．退職給付に関する注記

第24期（2017年11月30日） 

 該当事項はありません。 

 

第25期（2018年５月31日） 

 該当事項はありません。
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11．税効果会計に関する注記 

（１）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳

 
第24期

（2017年11月30日）
第25期

（2018年５月31日）

繰延税金資産    

未払事業税損金不算入額 13千円 8千円 

繰延ヘッジ損失 193,445千円 142,599千円 

繰延税金資産計 193,459千円 142,608千円 

繰延税金負債    

圧縮積立金 75,806千円 75,806千円 

繰延ヘッジ利益 20,173千円 26,307千円 

繰延税金負債計 95,980千円 102,113千円 

繰延税金資産の純額 97,479千円 40,494千円 

 

（２）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

 
第24期

（2017年11月30日）
第25期

（2018年５月31日）

法定実効税率 31.74％ 31.74％ 

（調整）    

支払分配金の損金算入額 △31.73％ △29.56％ 

圧縮積立金繰入額 - △2.17％ 

その他 0.01％ 0.00％ 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 0.02％ 0.01％ 

 

12．持分法損益等に関する注記 

第24期（自 2017年６月１日 至 2017年11月30日） 

 該当事項はありません。 

 

第25期（自 2017年12月１日 至 2018年５月31日） 

 該当事項はありません。 

 

13．関連当事者との取引に関する注記 

（１）親会社及び法人主要投資主等 

第24期（自 2017年６月１日 至 2017年11月30日） 

 該当事項はありません。

 

第25期（自 2017年12月１日 至 2018年５月31日） 

 該当事項はありません。 

 

（２）関連会社等

第24期（自 2017年６月１日 至 2017年11月30日） 

 該当事項はありません。

 

第25期（自 2017年12月１日 至 2018年５月31日） 

 該当事項はありません。 

 

（３）兄弟会社等

第24期（自 2017年６月１日 至 2017年11月30日） 

 該当事項はありません。
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第25期（自 2017年12月１日 至 2018年５月31日） 

種類

会社

等の

名称

所在地

資本金

又は

出資金

事業の

内容

議決権等の

所有（被所

有）割合

関連当事者

との関係
取引の内容

取引金額

（千円）
科目

期末残高

（千円）

その 

他の 

関係 

会社 

の子 

会社 

合同会 

社よこ 

はまオ 

フィス 

マネジ 

メント 

東京都

中央区
40万円 不動産業 － 

不動産

信託受益権

の購入

不動産 

信託受益権 

の購入 

（注１、２、

３） 

38,100,000 － －

上記金額のうち、取引金額には、消費税等が含まれておりません。 

（注１）取引条件の決定については、市場の実勢に基づいて、決定しております。

（注２）利害関係人等との取引条件の決定については、資産運用会社の社内規程である利益相反対策ルールに基づ

き、決定しております。

（注３）本投資法人が保有する信託受益権に係る信託不動産は、コンカード横浜全体の100分の75に相当する準共有持

分です。

 

（４）役員及び個人主要投資主等 

第24期（自 2017年６月１日 至 2017年11月30日） 

 該当事項はありません。

 

第25期（自 2017年12月１日 至 2018年５月31日） 

 該当事項はありません。 

 

14．資産除去債務に関する注記

第24期（自 2017年６月１日 至 2017年11月30日） 

 該当事項はありません。

 

第25期（自 2017年12月１日 至 2018年５月31日） 

 該当事項はありません。 

 

15．賃貸等不動産に関する注記 

 本投資法人は、東京都その他の地域において、賃貸収益を得ることを目的として、賃貸オフィスビル等（土地

を含みます。）を保有しています。これら賃貸等不動産の貸借対照表計上額、期中増減額及び時価は、次のとお

りです。

（単位：千円） 

 
第24期

（自 2017年６月１日
  至 2017年11月30日）

第25期
（自 2017年12月１日

  至 2018年５月31日）

貸借対照表計上額    

  期首残高 460,986,036 459,753,017

  期中増減額 △1,233,019 △27,375,454

  期末残高 459,753,017 432,377,563

期末時価 527,130,000 506,040,000

（注１）貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額です。

（注２）賃貸等不動産の期中増減額のうち、第24期の主な減少額は減価償却費（1,768百万円）によるものです。第25期

の主な増加額は２物件（コンカード横浜及びＤａｉｗａ神田イーストビル）の取得（42,300百万円）によるもの

であり、主な減少額はＤａｉｗａ名駅ビル及び新宿マインズタワー（共有持分７分の６のうち共有持分７分の

３）の譲渡（69,827百万円）並びに減価償却費（1,772百万円）によるものです。

（注３）期末の時価は、社外の不動産鑑定士による鑑定評価額を記載しております。

 

 なお、賃貸等不動産に関する損益は、前記「３．損益計算書に関する注記」に記載のとおりです。
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16．セグメント情報等に関する注記 

（１）セグメント情報

 本投資法人は、不動産賃貸事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

（２）関連情報

第24期（自 2017年６月１日 至 2017年11月30日） 

① 製品及びサービスに関する情報

 単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記載を

省略しております。

② 地域に関する情報

（イ）売上高

 本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記載を省略しております。

（ロ）有形固定資産

 本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記

載を省略しております。

③ 主要な顧客に関する情報

 単一の外部顧客への売上高がすべて損益計算書の営業収益の10％未満であるため、記載を省略しておりま

す。

 

第25期（自 2017年12月１日 至 2018年５月31日） 

① 製品及びサービスに関する情報

 単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記載を

省略しております。

② 地域に関する情報

（イ）売上高

 本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記載を省略しております。

（ロ）有形固定資産

 本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記

載を省略しております。

③ 主要な顧客に関する情報

 単一の外部顧客への売上高がすべて損益計算書の営業収益の10％未満であるため、記載を省略しておりま

す。

 

17．１口当たり情報に関する注記 

 
第24期

（自 2017年６月１日
  至 2017年11月30日）

第25期
（自 2017年12月１日

  至 2018年５月31日）

１口当たり純資産額 515,790円 515,730円

１口当たり当期純利益 10,957円 11,882円 

（注１）１口当たり当期純利益は、当期純利益を期中平均投資口数で除することにより算定しております。 

また、潜在投資口調整後１口当たり当期純利益については、潜在投資口がないため記載しておりません。

（注２）１口当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりです。 

 
第24期

（自 2017年６月１日
  至 2017年11月30日）

第25期
（自 2017年12月１日

  至 2018年５月31日）

当期純利益（千円） 5,455,154 5,887,460 

普通投資主に帰属しない金額（千円） － －

普通投資口に係る当期純利益（千円） 5,455,154 5,887,460 

期中平均投資口数（口） 497,869 495,505 

 

- 154 -



18．重要な後発事象に関する注記 

（１）本投資法人は、2018年６月７日付で、下記のとおり、不動産信託受益権を取得しました。 

 

取得資産の概要 

資産の名称 プライム神田ビル 

取得資産 国内不動産を信託する信託受益権（注１） 

所在地 東京都千代田区神田須田町二丁目８番地２ 

取得価格 
1,800百万円 

（取得諸経費及び消費税等を除きます。） 

契約締結日 2018年５月23日 

引渡日 2018年６月７日 

取得先 非開示（注２） 

（注１）本物件の地下１階、１階の一部、４～10階を対象とする区分所有権を主な信託財産とする信託 

受益権です。 

（注２）取得先は国内の特別目的会社ですが、取得先から同意を得られていないため、開示しておりま 

せん。 

 

 （２）本投資法人は、2018年６月18日付で、下記のとおり、不動産信託受益権の取得を行うことについて決 

    定しました。 

 

取得予定資産の概要 

資産の名称 北品川御殿山ビル 

取得資産 国内不動産を信託する信託受益権 

所在地 東京都品川区北品川三丁目３番５号 

取得価格 
2,500百万円 

（取得諸経費及び消費税等を除きます。） 

契約締結日 2018年６月18日 

引渡日 2018年９月13日（予定） 

取得先 株式会社だん家ホールディングス 

 

（７）【附属明細表】

① 有価証券明細表

該当事項はありません。 

 

② デリバティブ取引及び為替予約取引の契約額等及び時価の状況表 

（単位：千円）

区分 種類
契約額等（注１）

時価（注２）
  うち１年超

市場取引以外の取引
金利スワップ取引

支払固定・受取変動
109,600,000 98,100,000 △368,207 

合計 109,600,000 98,100,000 △368,207 

（注１）金利スワップ取引の契約額等は、想定元本に基づいて記載しています。

（注２）取引先金融機関から提示された価格等によっています。

なお、金融商品に関する会計基準上の特例処理の要件を満たしているものについては、時価の記載を省略してお

ります。
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③ 不動産等明細表のうち総括表 

（単位：千円）

資産の種類 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

減価償却累計額又は 
差引当期末 

残高 摘要 
償却累計額 当期償却額 

（有形固定資産）                

建物 3,253,750 6,570 － 3,260,320 2,148,056 83,555 1,112,264 － 

構築物 14,344 － － 14,344 5,691 471 8,652 － 

工具、器具及び備品 23,975 － 4,058 19,917 8,805 1,137 11,111 － 

土地 12,302,226 － － 12,302,226 － － 12,302,226 － 

建設仮勘定 3,619 68 － 3,687 － － 3,687 － 

信託建物 105,126,884 10,633,981 15,147,163 100,613,702 20,611,255 1,629,479 80,002,446 （注１，２） 

信託構築物 970,959 35,633 284,331 722,262 159,378 12,206 562,883 （注１，２） 

信託機械及び装置 998,774 17,627 250,430 765,971 378,845 31,175 387,125 （注２） 

信託工具、器具及び備品 257,137 10,639 39,302 228,474 117,569 14,012 110,904 （注２） 

信託土地 360,772,887 33,545,183 59,143,284 335,174,786 － － 335,174,786 （注１，２） 

信託建設仮勘定 1,519,315 53,478 751,483 821,310 － － 821,310 － 

小計 485,243,877 44,303,180 75,620,054 453,927,003 23,429,602 1,772,039 430,497,400 － 

（無形固定資産）                

商標権 3,766 － － 3,766 3,387 54 378 － 

借地権 2,398,275 － － 2,398,275 － － 2,398,275 － 

信託借地権 306,884 － － 306,884 － － 306,884 － 

その他 56,353 － － 56,353 31,674 3,520 24,679 － 

小計 2,765,280 － － 2,765,280 35,061 3,574 2,730,218 － 

合計 488,009,157 44,303,180 75,620,054 456,692,283 23,464,664 1,775,614 433,227,618 － 

（注１）信託建物、信託構築物、信託土地の当期増加の主な要因は、コンカード横浜、Ｄａｉｗａ神田イーストビルの取

得によるものです。

（注２）信託建物、信託構築物、信託機械及び装置、信託工具、器具及び備品、信託土地の当期減少の主な要因は、 

Ｄａｉｗａ名駅ビル及び新宿マインズタワー（共有持分７分の６のうち共有持分７分の３）の譲渡によるもので

す。

 

④ その他特定資産の明細表 

 該当事項はありません。

 

⑤ 投資法人債明細表 

銘柄 
発行 

年月日 

当期首残高 

(千円) 

当期増加額 

(千円) 

当期減少額 

(千円) 

当期末残高 

(千円) 

利率 

(％) 

償還 

期限 
使途 担保 

第３回無担保投資法人債

（注１） 

2014年 

９月12日 
3,000,000 － － 3,000,000 0.420 

2019年 

９月12日 
（注２） 無担保 

第４回無担保投資法人債

（注１） 

2014年 

９月12日 
2,100,000 － － 2,100,000 1.000 

2024年 

９月12日 

合計 5,100,000 － － 5,100,000  

（注１）特定投資法人債間限定同順位特約付であります。 

（注２）投資法人債の償還資金及び借入金の返済資金の一部に充当しました。 

（注３）投資法人債の貸借対照表日以後５年以内における１年ごとの償還予定額は次のとおりです。 

（単位：千円）
 

区分 １年以内 １年超２年以内 ２年超３年以内 ３年超４年以内 ４年超５年以内

投資法人債 － 3,000,000 － － －
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⑥ 借入金明細表 

区分 借入先 
当期首残高 

（千円） 

当期増加額 

（千円） 

当期減少額 

（千円） 

当期末残高 

（千円） 

平均利率 

（注１）

（％） 

返済期限 使途 概要 

短 

期 

借 

入 

金 

㈱三井住友銀行 1,000,000 － 1,000,000 － 0.300 
2018.5.31 

（注４） 
(注２) 

無担保 

㈱三井住友銀行 1,000,000 － 1,000,000 － 0.300 
2018.8.31 

（注４） 

㈱三井住友銀行 － 12,000,000 12,000,000 － 0.303 

2018.5.31 

（注４） 
(注３) 

三井住友信託銀行㈱ － 9,000,000 9,000,000 － 0.303 

㈱三菱ＵＦＪ銀行 － 9,000,000 9,000,000 － 0.303 

㈱みずほ銀行 － 9,000,000 9,000,000 － 0.303 

合計 2,000,000 39,000,000 41,000,000 －  

１ 

年 

内 

返 

済 

予 

定 

の 

長 

期 

借 

入 

金 

三井住友信託銀行㈱ 3,400,000 － 3,400,000 － 0.691 

2018.2.28 
(注２) 

無担保 

三井住友信託銀行㈱ 1,950,000 － 1,950,000 － 0.600 

オリックス銀行㈱ 1,000,000 － 1,000,000 － 0.679 

㈱東日本銀行 500,000 － 500,000 － 0.726 (注３) 

㈱香川銀行 － 1,000,000 － 1,000,000 0.814 2019.2.28 (注２) 

㈱群馬銀行 500,000 － 500,000 － 0.716 
2018.5.31 

(注３) ㈱武蔵野銀行 500,000 － 500,000 － 0.570 

㈱あおぞら銀行 － 1,000,000 － 1,000,000 0.878 2019.5.31 

㈱関西アーバン銀行 1,500,000 － － 1,500,000 0.893 

2018.8.31 

(注２) 

㈱日本政策投資銀行 1,000,000 － － 1,000,000 0.833 (注３) 

㈱福岡銀行 1,000,000 － － 1,000,000 0.681 (注２) 

東京海上日動火災保険㈱ 1,000,000 － － 1,000,000 0.533 2018.7.31 

(注３) 

㈱三菱ＵＦＪ銀行 2,000,000 － 2,000,000 － 0.661 
2018.8.31 

（注５） 

㈱福岡銀行 1,000,000 － － 1,000,000 0.681 2018.8.31 

㈱三菱ＵＦＪ銀行 2,000,000 － 2,000,000 － 0.622 
2018.11.30 

（注５） 

オリックス銀行㈱ － 1,500,000 － 1,500,000 0.687 2019.2.28 

(注２) 
㈱福岡銀行 － 2,000,000 － 2,000,000 0.662 

2019.3.29 ㈱三菱ＵＦＪ銀行 － 3,000,000 － 3,000,000 0.500 

㈱群馬銀行 － 1,000,000 － 1,000,000 0.500 

㈱武蔵野銀行 － 500,000 － 500,000 0.429 2019.5.31 (注３) 

合計 17,350,000 10,000,000 11,850,000 15,500,000  

長 

期 

借 

入 

金 

㈱三井住友銀行 2,000,000 － 2,000,000 － 0.896 
2020.2.28 

（注５） (注３) 

無担保 

三井住友信託銀行㈱ 1,500,000 － － 1,500,000 0.896 2020.2.28 

㈱香川銀行 1,000,000 － 1,000,000 － 0.814 2019.2.28 
(注２) 

㈱あおぞら銀行 2,000,000 － － 2,000,000 0.896 
2020.2.28 

㈱りそな銀行 2,000,000 － － 2,000,000 0.896 

(注３) 
㈱あおぞら銀行 1,000,000 － 1,000,000 － 0.878 2019.5.31 

三井住友信託銀行㈱ 1,500,000 － － 1,500,000 0.844 
2019.11.29 

㈱日本政策投資銀行 1,000,000 － － 1,000,000 0.963 

㈱関西アーバン銀行 1,500,000 － － 1,500,000 0.668 2019.8.30 
(注２) 

㈱関西アーバン銀行 2,000,000 － － 2,000,000 0.783 
2020.8.31 

㈱三井住友銀行 1,600,000 － － 1,600,000 0.781 

(注３) ㈱新生銀行 1,000,000 － － 1,000,000 0.777 
2020.11.30 

㈱東日本銀行 1,000,000 － － 1,000,000 0.808 
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区分 借入先 
当期首残高 

（千円） 

当期増加額 

（千円） 

当期減少額 

（千円） 

当期末残高 

（千円） 

平均利率 

（注１）

（％） 

返済期限 使途 概要 

長 

期 

借 

入 

金 

三井住友信託銀行㈱ 1,000,000 － － 1,000,000 0.824 2019.11.29 

(注２) 

無担保 

三井住友信託銀行㈱ 4,000,000 － － 4,000,000 0.816 2020.5.29 

㈱新生銀行 1,000,000 － － 1,000,000 0.824 2021.5.31 

㈱新生銀行 1,000,000 － － 1,000,000 0.844 2021.8.31 

㈱三菱ＵＦＪ銀行 3,000,000 － － 3,000,000 0.761 2020.8.31 

(注３) 

三井住友信託銀行㈱ 1,000,000 － － 1,000,000 0.646 2021.2.26 

㈱三井住友銀行 1,400,000 － － 1,400,000 0.629 2021.5.31 

㈱みずほ銀行 4,000,000 － － 4,000,000 0.636 
2021.3.31 

㈱三井住友銀行 1,400,000 － － 1,400,000 0.636 

オリックス銀行㈱ 1,500,000 － 1,500,000 － 0.687 2019.2.28 

(注２) 

㈱福岡銀行 2,000,000 － 2,000,000 － 0.662 2019.3.29 

㈱新生銀行 1,000,000 － － 1,000,000 0.727 2020.11.30 

㈱りそな銀行 2,000,000 － － 2,000,000 0.571 2019.9.30 

㈱りそな銀行 2,000,000 － － 2,000,000 0.606 
2021.3.31 

㈱三井住友銀行 1,000,000 － － 1,000,000 0.606 

㈱三井住友銀行 1,000,000 － － 1,000,000 0.593 2022.2.28 

㈱三菱ＵＦＪ銀行 3,000,000 － 3,000,000 － 0.500 
2019.3.29 

㈱群馬銀行 1,000,000 － 1,000,000 － 0.500 

㈱みずほ銀行 1,000,000 － 1,000,000 － 0.642 
2020.3.31 

（注５） 

㈱みずほ銀行 3,900,000 － － 3,900,000 0.606 2021.3.31 

三井住友信託銀行㈱ 2,000,000 － 2,000,000 － 0.471 
2019.5.31 

（注５） 

(注３) 

㈱武蔵野銀行 500,000 － 500,000 － 0.429 2019.5.31 

㈱三菱ＵＦＪ銀行 2,000,000 － － 2,000,000 0.595 2020.5.29 

みずほ信託銀行㈱ 500,000 － 500,000 － 0.595 
2020.5.29 

（注５） 

㈱日本政策投資銀行 1,000,000 － － 1,000,000 0.742 2020.11.30 

㈱三菱ＵＦＪ銀行 1,000,000 － － 1,000,000 0.618 2021.11.30 

㈱みずほ銀行 1,500,000 － － 1,500,000 0.585 
2022.5.31 

㈱三菱ＵＦＪ銀行 1,000,000 － － 1,000,000 0.585 

㈱三井住友銀行 3,000,000 － － 3,000,000 0.378 
2022.11.30 

㈱三菱ＵＦＪ銀行 1,000,000 － － 1,000,000 0.378 

㈱三井住友銀行 2,000,000 － 2,000,000 － 0.411 
2019.11.29 

（注５） 

(注２) 

みずほ信託銀行㈱ 3,000,000 － － 3,000,000 0.530 
2020.11.30 

㈱三井住友銀行 2,000,000 － － 2,000,000 0.530 

㈱三井住友銀行 3,500,000 － － 3,500,000 0.618 2021.11.30 

㈱三井住友銀行 4,000,000 － － 4,000,000 0.585 2022.5.31 

㈱新生銀行 1,000,000 － － 1,000,000 0.285 2022.8.31 

㈱三井住友銀行 2,000,000 － － 2,000,000 0.378 2022.11.30 

㈱三菱ＵＦＪ銀行 1,000,000 － － 1,000,000 0.560 2022.5.31 

（注３） 

㈱みずほ銀行 1,000,000 － － 1,000,000 0.353 2022.11.30 

㈱三井住友銀行 1,000,000 － － 1,000,000 0.458 
2023.5.31 

㈱新生銀行 1,000,000 － － 1,000,000 0.310 

㈱日本政策投資銀行 1,000,000 － － 1,000,000 0.692 
2021.11.30 

㈱三菱ＵＦＪ銀行 1,000,000 － － 1,000,000 0.593 
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区分 借入先 
当期首残高 

（千円） 

当期増加額 

（千円） 

当期減少額 

（千円） 

当期末残高 

（千円） 

平均利率 

（注１）

（％） 

返済期限 使途 概要 

長 

期 

借 

入 

金 

㈱三菱ＵＦＪ銀行 1,000,000 － － 1,000,000 0.560 2022.5.31 

（注３） 

無担保 

㈱みずほ銀行 1,500,000 － － 1,500,000 0.353 

2022.11.30 ㈱りそな銀行 1,500,000 － － 1,500,000 0.353 

三井住友信託銀行㈱ 1,000,000 － － 1,000,000 0.353 

㈱三井住友銀行 1,500,000 － － 1,500,000 0.458 2023.5.31 

㈱りそな銀行 2,500,000 － － 2,500,000 0.365 2023.2.28 

(注２) ㈱日本政策投資銀行 2,000,000 － － 2,000,000 0.710 2022.3.31 

㈱新生銀行 1,500,000 － － 1,500,000 0.285 2023.5.31 

㈱七十七銀行 1,000,000 － － 1,000,000 0.479 2021.5.31 

(注３) 

㈱日本政策投資銀行 1,500,000 － － 1,500,000 0.634 2022.5.31 

㈱福岡銀行 1,500,000 － － 1,500,000 0.408 2023.5.31 

三井住友信託銀行㈱ 1,500,000 － － 1,500,000 0.450 

2023.11.30 
㈱みずほ銀行 1,500,000 － － 1,500,000 0.450 

㈱新生銀行 1,500,000 － － 1,500,000 0.285 

㈱りそな銀行 1,500,000 － － 1,500,000 0.450 

㈱三井住友銀行 3,000,000 － － 3,000,000 0.401 2024.5.31 

㈱みずほ銀行 2,000,000 － － 2,000,000 0.450 
2023.11.30 

(注２) 

㈱三菱ＵＦＪ銀行 500,000 － － 500,000 0.450 

㈱武蔵野銀行 1,000,000 － － 1,000,000 0.344 2020.8.31 

㈱西日本シティ銀行 2,000,000 － － 2,000,000 0.210 
2022.8.31 

㈱七十七銀行 1,000,000 － － 1,000,000 0.281 

㈱三井住友銀行 500,000 － － 500,000 0.401 2024.8.30 

㈱三菱ＵＦＪ銀行 1,000,000 － － 1,000,000 0.300 2019.8.30 

(注３) 

日本生命保険(相) 1,000,000 － － 1,000,000 0.281 2022.8.31 

三井住友信託銀行㈱ 1,000,000 － － 1,000,000 0.376 
2024.2.29 

㈱三菱ＵＦＪ銀行 1,000,000 － － 1,000,000 0.376 

㈱三井住友銀行 1,000,000 － － 1,000,000 0.401 2024.8.30 

㈱群馬銀行 1,000,000 － － 1,000,000 0.443 2022.2.28 

(注２) 日本生命保険(相) 300,000 － － 300,000 0.281 2022.8.31 

太陽生命保険㈱ 300,000 － － 300,000 0.541 2022.11.30 

㈱三井住友銀行 1,500,000 － － 1,500,000 0.290 

2023.2.28 

(注３) 

㈱日本政策投資銀行 1,500,000 － － 1,500,000 0.303 

㈱みずほ銀行 1,000,000 － － 1,000,000 0.290 

㈱りそな銀行 1,000,000 － － 1,000,000 0.391 
2023.8.31 

みずほ信託銀行㈱ 1,000,000 － － 1,000,000 0.391 

㈱新生銀行 1,000,000 － － 1,000,000 0.351 
2024.2.29 

㈱西日本シティ銀行 1,000,000 － － 1,000,000 0.351 

㈱三菱ＵＦＪ銀行 2,500,000 － － 2,500,000 0.376 
2024.8.30 

㈱三菱ＵＦＪ銀行 1,500,000 － － 1,500,000 0.376 

三井住友信託銀行㈱ 2,000,000 － － 2,000,000 0.376 2024.11.29 

㈱三井住友銀行 1,500,000 － － 1,500,000 0.401 
2025.5.30 

㈱みずほ銀行 1,000,000 － － 1,000,000 0.401 

㈱新生銀行 2,000,000 － － 2,000,000 0.376 2024.11.29 

(注２) 
富国生命保険(相) 200,000 － － 200,000 0.579 2026.5.29 

㈱山口銀行 1,500,000 － － 1,500,000 0.450 2026.8.31 

㈱日本政策投資銀行 1,700,000 － － 1,700,000 0.387 2023.11.30 
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区分 借入先 
当期首残高 

（千円） 

当期増加額 

（千円） 

当期減少額 

（千円） 

当期末残高 

（千円） 

平均利率 

（注１）

（％） 

返済期限 使途 概要 

長 

期 

借 

入 

金 

㈱日本政策投資銀行 3,500,000 － － 3,500,000 0.437 2024.5.31 

（注２） 無担保 

㈱日本政策投資銀行 3,000,000 － － 3,000,000 0.477 2024.11.29 

㈱三井住友銀行 2,000,000 － － 2,000,000 0.351 
2025.5.30 

みずほ信託銀行㈱ 1,500,000 － － 1,500,000 0.351 

三井住友信託銀行㈱ 3,000,000 － － 3,000,000 0.376 
2025.11.28 

㈱三井住友銀行 2,000,000 － － 2,000,000 0.376 

㈱日本政策投資銀行 2,550,000 － － 2,550,000 0.457 2025.5.30 

㈱三井住友銀行 1,500,000 － － 1,500,000 0.401 
2026.8.31 

㈱みずほ銀行 1,000,000 － － 1,000,000 0.401 

東京海上日動火災保険㈱ 1,000,000 － － 1,000,000 0.303 2022.11.30 

㈱日本政策投資銀行 2,000,000 － － 2,000,000 0.498 2025.5.30 

㈱山口銀行 500,000 － － 500,000 0.489 2025.11.28 

㈱新生銀行 2,000,000 － － 2,000,000 0.376 2026.5.29 

三井住友信託銀行㈱ － 5,000,000 － 5,000,000 0.355 2026.2.27 

㈱群馬銀行 － 500,000 － 500,000 0.279 2025.5.30 

㈱武蔵野銀行 － 500,000 － 500,000 0.354 2026.5.29 

合計 179,850,000 6,000,000 17,500,000 168,350,000  

借入金合計 199,200,000 45,000,000 60,350,000 183,850,000  

（注１）平均利率は、日数による期中の加重平均を記載しており、小数第４位を四捨五入しています。また、金利変動リ

スクを低減する目的で金利スワップ取引を行った借入金については、金利スワップの効果を勘案した加重平均利

率を記載しています。 

（注２）借入金の返済資金等です。

（注３）物件の取得資金等です。 

（注４）当該借入れは2018年３月30日に期限前弁済しております。 

（注５）当該借入れは2018年４月27日に期限前弁済しております。 

（注６）長期借入金(１年以内に返済予定のものを除きます。）の貸借対照表日以後５年以内における１年ごとの返済予

定額は次のとおりです。 

（単位：千円）
 

区分 １年超２年以内 ２年超３年以内 ３年超４年以内 ４年超５年以内

長期借入金 19,500,000 33,300,000 21,500,000 30,600,000

 

２【投資法人の現況】

【純資産額計算書】

（2018年５月31日現在）
 

Ⅰ 資産総額 467,040,024,044円

Ⅱ 負債総額 213,363,852,520円

Ⅲ 純資産総額（Ⅰ－Ⅱ） 253,676,171,524円

Ⅳ 発行済数量 491,877口

Ⅴ １単位当たり純資産額（Ⅲ／Ⅳ） 515,730円
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第６【販売及び買戻しの実績】

 第25期（2018年５月期）の直近６計算期間における本投資法人の販売及び買戻しの実績は以下のとおりです。

計算期間 年月日 販売口数（口） 買戻し口数（口）
発行済投資口の
総口数（口）

第20期
自 2015年６月１日
至 2015年11月30日

2015年６月１日
41,045

（21,500）
－ 482,045 

2015年６月24日
1,955
（0）

－ 484,000 

第21期
自 2015年12月１日
至 2016年５月31日

－ － － 484,000

第22期
自 2016年６月１日 
至 2016年11月30日

2016年８月２日
12,700 

（0）
－ 496,700

2016年８月31日
1,169 
（0）

－ 497,869

第23期
自 2016年12月１日
至 2017年５月31日

－ － － 497,869

第24期
自 2017年６月１日
至 2017年11月30日

－ － － 497,869

第25期
自 2017年12月１日
至 2018年５月31日

自 2018年３月１日
至 2018年５月18日

－
5,992
（0）

491,877

（注１）本邦外における販売及び買戻し口数を括弧により内書きしております。 

（注２）本投資法人による投資口の払戻しの実績はありません。 

（注３）2015年６月１日に１口当たりの発行価格583,050円（発行価額563,914円）にて、取得物件の取得資金及び借入金
の返済資金等の調達を目的とする公募による新投資口を発行いたしました。

（注４）2015年６月24日に１口当たりの発行価格563,914円（発行価額563,914円）にて、取得物件の取得資金及び借入金

の返済資金等の調達を目的とする第三者割当による新投資口を発行いたしました。

（注５）2016年８月２日に１口当たりの発行価格607,425円（発行価額587,489円）にて、借入金の返済資金等の調達を目

的とする公募による新投資口を発行いたしました。

（注６）2016年８月31日に１口当たりの発行価格587,489円（発行価額587,489円）にて、借入金の返済資金等の調達を目

的とする第三者割当による新投資口を発行いたしました。

（注７）2018年３月１日から2018年５月18日にかけて、証券会社との取引一任契約に基づく東京証券取引所における市場

買付けにより、自己投資口の取得を行いました。取得した自己投資口（5,992口）については、2018年５月28日に

開催された本投資法人の役員会における決議に基づき、そのすべてを2018年５月31日に消却いたしました。
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第７【参考情報】
 当計算期間の開始日から本有価証券報告書提出日までの間に、本投資法人が提出した金融商品取引法第25条第１項各

号に掲げる書類は、以下のとおりです。

 

（１）有価証券報告書及びその添付書類 

計算期間 第24期（自 2017年６月１日 至 2017年11月30日）

2018年２月21日 関東財務局長に提出

（２）自己株券買付状況報告書

2018年４月９日 関東財務局長に提出

（３）自己株券買付状況報告書

2018年４月12日 関東財務局長に提出

（４）自己株券買付状況報告書

2018年５月15日 関東財務局長に提出

（５）自己株券買付状況報告書

2018年６月６日 関東財務局長に提出
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独立監査人の監査報告書 

 
    2018年８月17日

 大和証券オフィス投資法人    
 

  役員会 御中  
 
  有限責任 あずさ監査法人 
 

 
指定有限責任社員 

業 務 執 行 社 員 
   公認会計士   柿 沼 幸 二 

 

 
指定有限責任社員 

業 務 執 行 社 員 
   公認会計士   松 本 大 明 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「投資法人の経理状況」に掲

げられている大和証券オフィス投資法人の2017年12月１日から2018年５月31日までの第25期計算期間の財務諸表、すなわ

ち、貸借対照表、損益計算書、投資主資本等変動計算書、金銭の分配に係る計算書、キャッシュ・フロー計算書、注記表

及び附属明細表について監査を行った。 

 

財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者

が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

 

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、こ

れに基づき監査を実施することを求めている。 

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監

査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財

務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施

に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討す

る。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。 

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

 

監査意見 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、大和証

券オフィス投資法人の2018年５月31日現在の財産の状態並びに同日をもって終了する計算期間の損益及びキャッシュ・フ

ローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 

強調事項 

注記表の「重要な後発事象に関する注記」に、資産の取得についての記載がある。 

当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。 

 

利害関係 

投資法人と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 

以 上

 

 
 
（注１）上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は本投資法人（有価証券報告書提

出会社）が別途保管しております。

（注２）ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。

 


